
 

社会福祉法人中央区社会福祉協議会常勤及び非常勤役員の 

報酬等に関する規程 
 

 （目的）                                 

第１条 この規程は、社会福祉法人中央区社会福祉協議会（以下「本会」という。）定

款第 25 条の規定に基づき、常勤役員及び非常勤役員の報酬等の支給に関し、定める

ことを目的とする。 

（意義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

一 役員とは、理事及び監事をいう。 

二 常勤役員とは、役員のうち、本会を主たる勤務場所とする者をいう。 

三 非常勤役員とは、役員のうち、前号に定める役員以外の者をいう。 

（報酬等の支給） 

第３条 役員には、勤務形態に応じて次の通り報酬等を支給する。 

一 常勤役員については、報酬を支給する。 

二 非常勤役員については、報酬を支給しないこととし、法人業務を行う場合には、

社会福祉法人中央区社会福祉協議会役員等の費用弁償に関する規程に基づき費用

弁償を支給する。 

（報酬の額） 

第４条 常勤役員に対する報酬は、月額とし別表に定める額の範囲内で評議員会におい

て決定する。 

 （報酬の支給方法） 

第５条 報酬は、常勤役員の職についた当月分から、任期満了、辞職等により、その職

を離れた当月分までを支給する。 

２ 月の途中において常勤役員の職についたとき、又はその職を離れたときの当月分の

報酬は、前項の規定にかかわらず、在職日数に応じて支給する。 

 （報酬の支給日） 

第６条 報酬の支給日については、本会常勤職員の例による。 

 （手当の支給） 

第７条 常勤役員には、地域手当、期末手当を支給する。 

２ 常勤役員には、通勤手当及び旅費を支給することができる。 

３ 地域手当及び期末手当の支給については、本会常勤職員の支給例による。 

 （公表） 

第８条 本会は、この規程をもって、社会福祉法第 59 条の２第１項第２号に定める報

酬等の支給の基準として公表するものとする。 

（改廃） 

第９条 この規程の改廃は、評議員会の決議を経て行う。 

 （委任） 

第 10条 この規程の施行に関し、必要な事項は会長が別に定める。 

 

 



 

   附 則（平成４年５月 22日理事会議決・平成４年５月 29日評議員会議決） 

 この規程は、平成４年５月 30日から施行する。 

 

   附 則（平成 15年３月 14日理事会議決） 

 この規程は、平成 15年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平成 18年３月 14日理事会議決 調整を地域手当に名称変更） 

 この規程は、平成 18年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 24年７月 25日理事会議決 勤務を要する非常勤役員の服務及び

報酬等の支給について定める） 

 この規程は、平成 24年８月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 29年３月 10日理事会議決 表題の変更、服務に関する規定の削除、

報酬支給対象等の明確化、意義、報酬額、公表及び改廃規定新設） 

 この規程は、平成 29年４月１日から施行する。 

 

   附 則（令和７年６月 13日評議員会決議 年度総額及び月額の改正） 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

 

   附 則（令和８年３月 18日評議員会決議 年度総額及び月額の改正） 

 この規程は、令和８年３月 18日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 



 

別表（第４条関係） 

常勤役員に対する報酬の額 

年度総額 ９，９００，０００円 

月  額 

（報酬・地域手当） 
６６０，０００円 

 

 


